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平 成 ２ ６ 年 度  

第 １ 回 災 害 対 策 等 緊 急 事 業 推 進 費  

の 執 行 に つ い て  
 

 

 

国土交通省は、低気圧に伴う強風・豪雪・雪崩・波浪等により被害を

受けた地域、山崩れ等の発生した地域において、災害対策等緊急事業推

進費※を執行し、再度災害を防止するための事業（16件）を緊急に立ち上

げ実施します。 

その内、北陸地方整備局関連では、平成26年4月の山崩れによる災害に

より、道路事業（1件）230百万円が決定しました。 

 
※ 災害対策等緊急事業推進費は、自然災害により被災した地域、又は重大な交通事故が発生し

た箇所等において、緊急に再度災害の防止対策又は事故の再発防止対策を実施し、住民及び

利用者の安全・安心の確保を図ることを目的とした経費です。 

 

 

 

 

国土交通省本省の記者発表は、下記のＵＲＬでご覧になれます。 

 

＜国土交通省プレスＨＰ＞ 

〔URL〕http://www.mlit.go.jp/report/press/kokudoseisaku09_hh_000047.html 

 

事業費 国費

(1)
道路更新防災等対
策事業 一般国道353号十日町市

とおかまちし

葎沢
むぐらさわ

地内 新潟県 新潟県
にいがたけん

十日町市
とおかまちし

葎沢
むぐらさわ

地内 230 115 別紙-1参照

備考

執行地区一覧表（北陸地方整備局関係分）

国道（補助）

１．山崩れによる災害

［金額単位：百万円］

種　別
事業主体名 施行地

実施計画額

事業名

1



平成26年４月５日に山崩れによる法面崩壊が発生し、道路が崩落土砂

で埋没し、国道353号は現在も全面通行止めとなっている。また、現在も

法面崩壊箇所の斜面上には不安定土砂が残存している。今後の降雨に

より、再度の法面崩壊等が発生しないよう、推進費を活用して緊急に法

枠工等の法面対策を講じることにより、交通の安全を確保する。

新潟県

新潟県十日町市葎沢地内

２３０

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費（百万円） （百万円）１１５

（１） 災害対策等緊急事業推進費（災害対策）

道路更新防災等対策事業（一般国道353号十日町市葎沢地内）
トオカマチシ ムグラサワ

ニイガタケン トオカマチシ ムグラサワ

平面図

拡大図

縮尺：1/200,000

位置図②
施行箇所

位置図

新潟県

至十日町

至南魚沼

至十日町

①

【山崩れ状況（H26.4被災直後）】

②

【国道353号の被災状況（H26.4被災直後）】

L=50m

法枠工A=2,350㎡

地下水排除工 一式

法枠工(アンカー付き)
A=500㎡

地下水排除工 一式

掘削工 V=1,500m3

掘削工 V=260m3 （林野庁事業）
仮設工一式 （林野庁事業）

①

②
A

A’
平面図

法枠工(アンカー付き)
A=1,300㎡

地下水排除工一式

掘削工V=6,000m3

（県単独事業）

（県単独事業）

（推進費）

（推進費）

（推進費）

（推進費）

掘削工
法枠工(アンカー付き)
地下水排除工

A

A’

（林野庁事業）

（林野庁事業）

仮設工 一式 （推進費）

測量設計 一式 （推進費）

用地費及び補償費 一式

（推進費）

測量設計一式 （林野庁事業）

地下水排除工
掘削工、法枠工断面図

拡大図

地下水排除工

法枠工

法枠工（アンカー付き）

掘削工

拡大図参照

地下水排除工 一式

（推進費）

地下水排除工

地下水排除工

凡 例

赤
・推進費要求箇所

（当年度施行）

青

・推進費要求箇所

（林野庁所管・

当年度施行）

・県単独事業

（当年度施行）

別紙－１
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